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《議会関係について》

◎ 議会運営事業

⑴ 定例会開催日数、付議事件関係

定例会の回数は、条例で年４回と定められており、付議する事件を告示

。する必要はなく、一般質問を含め、議会の権限に属するすべてを審議する
事 業 概 要

また、臨時会は、随時招集され、付議事件を告示し、告示された事件に

限って審議する。（急施を要するものを除く）

定 例 会
区 分 臨 時 会 年 間 計

６ 月 ９ 月 12 月 ３ 月 計

会 期 日 数 １６ ３０ ２２ ３０ ９８ １ ９９

本会議開催日数 ７ ７ ７ ８ ２９ １ ３０

人 人 人 人 人 人 人傍 聴 人 数 １３７ １５０ １３１ １５６ ５７４ １０ ５８４

市 長 提 出 議 員 提 出 年

条 予 決 専 そ 条 意 決 そ 間

区 分 決 例 延
の 計 ・ 見 の 計

処 規 件

例 算 算 分 他 則 書 議 他 数

定 例 会 １７ ２５ ７ ７ ２３ ７９ ２ ３ ２ １ ８ ８７

臨 時 会 ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

計 １７ ２５ ７ ７ ２４ ８０ ２ ３ ２ １ ８ ８８

※ （「その他」には、選任・任命等を含む）

市 長 提 出 議 員 提 出 年

原 修 否 そ 原 修 否 そ 間

区 分 案 正 案 正 延
の 計 の 計

可 可 可 可 件

決 決 決 他 決 決 決 他 数

定 例 会 ７９ ０ ０ ０ ７９ ７ ０ １ ０ ８ ８７

臨 時 会 １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

計 ８０ ０ ０ ０ ８０ ７ ０ １ ０ ８ ８８

※ （「原案可決」には、承認・認定・同意を含む）
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⑵ 常任委員会、議会運営委員会

本会議の下審査機関として、所管の事項や特定の事件について

専門的立場から詳細かつ能率的な審査を行い、各種の意見を調整
事 業 概 要

し、その経過と結果を本会議に報告することにより、他の議員の

表決の参考資料（参考意見）を提供する。

委 員 会 開 催 日 数 管 外 行 政
区 分 合 計

会 期 中 閉 会 中 計 視 察 日 数

総 務 常 任 委 員 会 ４ ０ ４ ３ ７

文 教 厚 生 常 任 委 員 会 ５ ０ ５ ３ ８

建 設 経 済 常 任 委 員 会 ３ ２ ５ ３ ８

計 １２ ２ １４ ９ ２３

議 会 運 営 委 員 会 ９ ５ １４ ２ １６

⑶ 各委員会の管外行政視察の実施状況

各委員会の行政視察により、先進地を視察し、議員としての視野を
事 業 目 的

広め、見識を養い、行政に反映していく。

区 分 視 察 内 容 視 察 地 期 間

・愛媛県 平成16年
・合併について

四国中央市 ７月７日
総 務 常 任 委 員 会 ・合併について

・ 〃 新居浜市 ～９日
・総合窓口センターについて

・ 〃 松山市 （３日間）

・ファミリーサポートセンター介
平成16年

護型について ・北海道旭川市
11月８日

文教厚生常任委員会 ・環境都市宣言について ・ 〃 滝川市
～10日

・藤野むくどり公園整備事業につ ・ 〃 札幌市
（３日間）

いて

・中心市街地活性化対策事業につ
平成16年

いて ・山口県山口市
11月15日

建設経済常任委員会 ・川中土地区画整理事業について ・ 〃 下関市
～17日

・アイランドシティ整備事業につ ・福岡県福岡市
（３日間）

いて

平成17年

・議会運営について １月26日
議 会 運 営 委 員 会 ・熊本県熊本市

・夢もやい館について ～27日

（２日間）

事 業 効 果 各種事業の先進地を視察し、幅広い視野と見識を養った。
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⑷ 全員協議会

開 催 延 日 数
区 分

会 期 中 閉 会 中 計

全 員 協 議 会 ２ ５ ７

⑸ 一 般 質 問

幸手市の行政（一般事務）全般にわたり、執行機関に対し事務の執行の状

概 要 況及び将来に対する方針等について所信を質し､あるいは報告､説明を求め､

または疑問を質す。

定 例 会
区 分 計

６ 月 ９ 月 １２ 月 ３ 月

一般質問日数 ４ ４ ４ ４ １６

質 問 者 数 １９ 人 １５ 人 １８ 人 １８ 人 ７０ 人

⑹ 請願の状況

区 分 件 数 件 名 審 議 結 果 等

・合併問題に関する幸手市の方針と、将来の
平成16年６月16日

在り方について市民に明確な説明を求める
不採択

件

・教育基本法「改正」ではなく、教育基本法
平成16年12月22日

に基づく施策を進めることを求める意見書
不採択請 願 ４ を政府等に提出することを求める件

・「食料・農業・農村基本計画」見直しに関 平成16年12月22日

する意見書提出の件 採 択

・「人権侵害の救済に関する法律」の早期制 平成17年３月18日

定を求める意見書を提出する件 採 択

⑺ 議長交際費

議会の対外的な活動をしていく上で、多くの諸団体等と渉外・

事 業 目 的 折衝等の交際を行っており、それに伴って必要とされる経費とし

て支出している。

慶弔・見舞 6件 その他 1件件 数 34件
内 訳 賛助・協賛 3件

金 額 211,480円 会費等 25件
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⑻ 議会だより発行

事 業 目 的 発行回数 発行部数 配 布 形 態 事 業 費 事 業 効 果

本市行政に対す 市広報紙への 市民に行政に

る議会活動の状況 折り込み 対する議会活動

を広く市民に周知 （全戸配布及び を定期的に周知

し市民より建設的 年 ４ 回 公共施設窓口等 することができ

な要望等を市政に (５ ・８ ・ 19,500部 での配布） 1,126,125円 た。

反映させ、もって 11・２月)

住民自治の高揚を

図るために発行す

る。
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《総務関係について》

◎ 職員研修事業

事 業 目 的

職員一人ひとりが、全体の奉仕者であることを改めて自覚し、住民に身近な行政サービス

の担い手としての心構えや効率的な行政運営を行うために必要な能力の向上や技術の習得を

目的として各種研修を実施します。

⑴ 一 般 研 修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

平成16年度の新規採用者に 公務員であるということを
新規採用職員研修

対し社会人としての心構え、 自覚させ、これから「市そし
（前 期）

４日 市役所の組織や仕事、幸手市 て住民のために職務を遂行し

６人 の現状と将来などについて内 ていこう」という仕事に対す
幸 手 市 役 所

｡部講師による研修を実施する る意欲を向上させることがで
第５会議室ほか

きた。

入庁後半年を経過した新規 地方公務員としての自覚を

新規採用職員研修 採用者に対し、地方公務とは 促し、地方公務の役割を認識

（後 期） 何か、また、市職員として知 することができた。また、自
３日

っておくべき事について内部 分の担当する職務以外のこと
６人

幸 手 市 役 所 講師による研修を実施する。 について学ぶことにより市職

第５会議室ほか 員として必要な知識を習得す

ることができた。

主幹・主席主幹級職員を対 市民の立場に立った満足度

象に㈱クオレ・コーポレーシ の高い応対の必要性を認識す
主 幹 研 修

ョンの北大路幸子氏を講師と ることができ、またクレーム
１日

して招き、「クレーム対応能 に対する認識の統一を図り、
幸 手 市 役 所 39人

力向上研修」を実施し、講義 クレーム応対の基本ステップ
第 １ 会 議 室

のほかロールプレイング（実 を理解することができた。

技演習）を行う。

部長・課長級職員を対象に 「コーチング」の基本的手

㈱スリーマインド教育センタ 法を習得したことで、今まで
部 課 長 研 修

ーの高橋直人氏を講師として の「ティーチング」と今回の
１日

招き、「コーチングを使った 「コーチング」を併用して部
幸 手 市 役 所 40人

｣部下指導とやる気の出させ方 下を指導していくという意識
第 １ 会 議 室

についての講義を行う。 の改革と指導能力の強化を図

れた。

主事、主任級職員を対象に 地方公務員法についての理
地 方 公 務 員 法

内部講師による「地方公務員 解を深めることにより自治体
１日

法」についての講義及び演習 職員としての自覚を再認識で
幸 手 市 役 所 20人

を行う。 き、職務遂行能力の向上を図
第 ２ 会 議 室

れた。
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名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

地 方 自 治 法 主事、主任級職員を対象に 地方自治法の基本的な仕組

」１日 内部講師による「地方自治法 みについての理解を深め、ま

幸 手 市 役 所 18人 についての講義及び演習を行 た、分権に伴う地方自治の変

。第 ２ 会 議 室 う。 化を再確認することができた

主事・主任級職員を対象に 地方財政の基本的な仕組み

地 方 財 政 制 度 内部講師による「地方財政制 を理解し、また現在の市の財

１日 度」についての講義及び演習 政状況を認識することで、予

幸 手 市 役 所 20人 を行う。 算をムダなく適正に使用する

第 ２ 会 議 室 という意識を高めることがで

きた。

㈱クオレ・コーポレーショ 市職員として、市民（お客

窓 口 応 対 研 修 ンの北大路幸子氏による「窓 様）の立場に立った満足度の

口応対研修」を実施し、各所 高い応対の必要性を再認識し
１日

属から１～３人の職員が参加 窓口に限らず、電話の応対等
45人

幸 手 市 役 所 し、講義のほかロールプレイ でも相手の方に満足、納得し

第 ２ 会 議 室 ング（実技演習）を行う。 ていただける応対の仕方を習

得することができた。

全職員を対象に、埼玉県立 職員一人ひとりがメンタル

精神保健福祉センターの清瀧 ヘルスケアに関する基礎知識
メ ン タ ル ヘ ル ス

２日 健吾氏を講師として招き、 を習得し、また、自らストレ

４回 「メンタルヘルス～ストレス スへの気づき方と対処法を習
幸 手 市 役 所

391人 とうまくつきあうために～」 得したことで、ストレスの軽
第１会議室

の講義、意見交換を行う。 減が図られ、職務への影響を

防ぐことができた。

⑵ 共 同 研 修（市町村職員広域研修）

① 階層別研修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村職員の新規採用 公務員としての自覚や心構

、職員を対象に自治人材開発セ えについて意識の確立を促し
新規採用職員研修

４日 ンター主催による「地方公務 職務・職場への適応力の養成

６人 員制度」「仕事の進め方」 が図れた。
自治人材開発センター

「接遇」等の研修会に参加す

る。

県下市町村の主事・技師級 基礎的な法律知識である

職員を対象に自治人材開発セ 「地方自治法」「地方公務員

主事・技師級研修 ンター主催による「自治体と 法」を学んだほか、政策形成
４日

。法務」等の研修会に参加する における問題解決の知識や技
６人

自治人材開発センター 能の習得及びその実現策であ

る自治体法務のあり方を学ぶ

ことができた。
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名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村の新任の主任級 「プレゼンテーション」研

主 任 級 研 修 職員を対象に自治人材開発セ 修で説明責任能力を、「政策
３日

ンター主催による「政策形成 形成基礎」研修で政策形成能
17人

｡自治人材開発センター 基礎」等の研修会に参加する 力を、それぞれ主任として必

要な能力の向上が図れた。

県下市町村の新任の係長級 リーダーとして必要な職場

職員を対象に自治人材開発セ のマネジメントに関する基礎
係 長 級 研 修

､３日 ンター主催による「リーダー 的な知識を習得するとともに

13人 としての役割」等の研修会に 自治体の置かれている状況と
自治人材開発センター

参加する。 政策形成能力の必要性を理解

することができた。

県下市町村の新任の課長補 管理者として課長補佐の果

佐級職員を対象に自治人材開 たすべき役割について認識を
課 長 補 佐 級 研 修

３日 発センター主催による「政策 深め、また、政策形成の進め

７人 形成研修」等の研修会に参加 方や政策評価をはじめとした
自治人材開発センター

する。 総合的な政策形成能力を養う

ことができた。

県下市町村の新任の課長級 今求められている管理者の

課 長 級 研 修 職員を対象に自治人材開発セ 役割を理解し、民間の事例を
３日

ンター主催による「組織・人 参考に管理能力や部下の指導
４人

自治人材開発センター 事管理」コースの研修会に参 育成能力、リーダーシップ等

加する。 を養うことができた。

県下市町村の新任の部次長 他市町村の相当職の職員と

部 次 長 級 研 修 級職員を対象に「自治体の戦 今後の自治体の危機管理につ

１日 略的危機管理」についてグル いて討論することにより、相

熊 谷 地 方 庁 舎 ２人 ープ討議を行うほか、日本大 互の意識の啓発のほか、専門

､大会議室 学大学院の大泉光一教授によ 家の講義を受けたことにより

｡ ｡る講義を受け意見交換を行う 危機管理能力の充実が図れた

② 特 別 研 修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

､県下市町村の助役を対象に 先進的な事例や時事問題に

助 役 研 修 前芦屋市長の北村春江氏によ ついて学ぶことにより、トッ
１日

る「トップマネジメントの危 プマネジメントに必要な知識
１人

自治人材開発センター 機管理」の講演を受け、意見 を習得することができた。

交換を行う。
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名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県税事務所長や市町村の税 確実な賦課徴収を行い、ま

務担当課長を対象に「滞納整 た、滞納額の整理・圧縮とい
税務マネジメント研修

２日 理における管理者としての進 う課題に対処していくための

１人 行管理」及び「リーダーシッ 管理者としてのマネジメント
自治人材開発センター

プとコミュニケーション」の 能力の向上が図れた。

研修会に参加する。

自治人材開発センター主催 自治体が直面する、あるい

すてっぷあっぷ講座 の「社会資本マネジメント」 は今後予想される行政課題に
１日

「道路アセットマネジメント ついて認識し、その解決策に
３人

自治人材開発センター の導入と課題」についての講 ついて知識として習得するこ

演会に参加する。 とができた。

③ 専 門 研 修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村在職２年目以降 講義・演習を通じて行政法
行 政 法

４日 の職員を対象に自治人材開発 についての理解を深め、法の

２人 センター主催の「行政法」の 考え方や法的視点で日常の業
自治人材開発センター

研修会に参加する。 務を把握する能力を養った。

県下市町村在職２年目以降 自治体に関係する具体事例
民 法 入 門

４日 の職員を対象に自治人材開発 を多く学んだことで、さまざ

２人 センター主催の「民法入門」 まな場面で求められる民法の
自治人材開発センター

の研修会に参加する。 知識を習得することができた

県下市町村在職２年目以降 自治体に関係する具体事例

の職員を対象に自治人材開発 を多く学び、さらにグループ
民 法 応 用

４日 センター主催の「民法応用」 でその事例について深く研究

１人 の研修会に参加する。 することで、民法の行政との
自治人材開発センター

関わりについて理解すること

ができた。

県下市町村在職２年目以降 近年の分権化に関わる新た

地 方 自 治 法 の職員を対象に自治人材開発 な法制度改革を含めた地方自
４日

」センター主催の「地方自治法 治法の基本的な法としくみに
１人

自治人材開発センター の研修会に参加する。 ついて理解を深めることがで

きた。

県下市町村在職２年目以降 自治立法のあり方や行政を

分権時代の自治体と法 の職員を対象に自治人材開発 透明化する法制、さらには仕
４日

センター主催の「分権時代の 事や制度を法的にとらえる能
１人

自治人材開発センター 自治体と法」の研修会に参加 力を養った。

する。

－７４－



名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村在職２年目以降 地方公務員法の基本理論と
地 方 公 務 員 法

４日 の職員を対象に自治人材開発 制度について学んだことによ

１人 センター主催の「地方公務員 り、自治体職員として職務遂
自治人材開発センター

法」の研修会に参加する。 行能力の向上が図れた。

④ 能 力 開 発

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村在職２年目以降 行政サービスの基本及び折

折 衝 ・ 応 対 能 力 の職員を対象に自治セミナー 衝・応対の技術を学び、住民

、養成研修 2泊3日 ハウス主催の「折衝・応対能 ＝お客様の意識が再確認でき

１人 力養成研修」の研修会に参加 クレームに対しても的確に折

自治セミナーハウス する。 衝や応対業務を実践できる能

力を身につけた。

⑤ 行 政 課 題

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村の主任級以上の 行政運営の改善に有効な手

職員を対象に自治セミナーハ 段の一つである「行政評価」
行政評価と説明責任

2泊3日 ウス主催の「行政評価と説明 について学習し、行政評価の

１人 責任」の研修会に参加する。 実践的手法の習得及び、その
自治セミナーハウス

活用による住民への説明責任

能力の向上が図れた。

県下市町村在職２年目以降 地域の課題や住民ニーズに

の職員を対象に自治人材開発 応じた行政を行っていくため
政 策 法 務 入 門

２日 センター主催の「政策法務入 に政策法務の基本知識や考え

１人 門」の研修会に参加する。 方、さらに条例制定等の立法
自治人材開発センター

の基本技術を習得することが

できた。

県下市町村在職２年目以降 これからの自治体職員に求

政 策 形 成 を 学 ぶ の職員を対象に自治人材開発 められる地域の実情に応じた
４日

センター主催の「政策形成を 政策展開を実施するために必
１人

自治人材開発センター 学ぶ」の研修会に参加する。 要となる政策形成能力の向上

が図れた。

県下市町村在職２年目以降 ＮＰＯの基礎知識を学び、

の職員を対象に自治人材開発 また、実際にＮＰＯ団体の方

、Ｎ Ｐ Ｏ 基 礎 講 座 センター主催の「ＮＰＯ基礎 と意見交換をすることにより
２日

講座」の研修会に参加する。 行政が、ＮＰＯ・住民とのパ
２人

自治人材開発センター ートナーシップをどのように

築いていったらよいかを知識

。として習得することができた

－７５－



名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村課長補佐級職員 民間企業の「経営感覚」を
民 間 企 業 に 学 ぶ

を対象に自治開発センター主 学ぶことを通じて、コスト意
３日

催の「民間企業に学ぶ」の研 識の徹底や常に事務改善を行
自治人材開発センター １人

修会に参加する。 う等、職員の意識改革と視野
ほか

の拡大が図れた。

県下市町村在職２年目以降 「自己決定・自己責任」の

連続講座 の職員を対象に自治人材開発 時代にふさわしい自治体とは

･「 自 治 体 改 革 」 センター主催の連続講座「自 どういうものか、また、規模
１日

（単講） 治体改革」のうち「分権時代 財政力に応じた行政運営、個
２人

の自治体像」についての講義 性ある自治体づくりの方策等

埼玉県県民健康センター やパネルディスカッションに についての知識を習得するこ

参加した。 とができた。

県下市町村在職２年目以降 「自己決定・自己責任時代
連続講座

の職員を対象に自治人材開発 への挑戦」をテーマに、今後
「 自 治 体 改 革 」

４日 センター主催の連続講座「自 の地方自治体のあるべき姿を

１人 治体改革」（全４講）の研修 認識し、意識改革を図り、今
自治人材開発センター

に参加した。 後の行政運営について考える
ほか

ことができた。

⑥ 講 師 養 成

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

県下市町村の主任級以上の 政策形成研修の指導者とし

政策形成研修講師養成 職員を対象に自治人材開発セ て必要な知識、話法、進行方
６日

｡ンター主催の「政策形成研修 法等を習得することができた
１人

自治人材開発センター 講師養成」の研修会に参加す

る。

県下市町村の主任級以上の 地方公務員法研修の指導者
地方公務員法

職員を対象に自治人材開発セ として必要な知識、話法、進
講 師 養 成 研 修 ７日

ンター主催の「地方公務員法 行方法等を習得することがで
１人

講師養成研修」の研修会に参 きた。
自治人材開発センター

加する。

県下市町村の法制執務担当 法制執務研修の指導者とし

経験が２年以上で、主任級以 て必要な知識、話法、進行方
法制執務講師養成研修

｡５日 上の職員を対象に自治人材開 法等を習得することができた

１人 発センター主催の「法制執務
自治人材開発センター

講師養成研修」の研修会に参

加する。
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⑶ 派 遣 研 修

① 長 期 派 遣

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

埼玉県市町村課、杉戸県土 県の実務を経験することで

､埼 玉 県 実 務 研 修 整備事務所、中川・綾瀬川総 仕事に対しての視野が広がり
２年

合治水事務所の３部所へ職員 また、専門的知識を習得する
３人

埼 玉 県 を２年間、研修職員として派 ことで職員の資質の向上を図

遣する。 れた。

杉戸町環境課へ職員を２年 他の地方自治体の実務を経

｡田園都市づくり協議会 間、研修職員として派遣する 験することで仕事に対して視

圏域内職員実務研修 ２年 野が広がり、職員の資質の向

１人 上を図れた。

杉 戸 町 また、近隣同士としてより

良好な関係が保たれた。

② 短期派遣

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

住民との 高度な事務処理能力を養成 行政実務上の問題点を解決

コミュニケーション するため、市町村職員中央研 する専門的な能力を啓発し、
６泊７日

修所による「住民とのコミュ 新しい行政ニーズに対応して
１人

千葉市 ニケーション」の研修へ参加 いく意識の向上が図られた。

市町村職員中央研修所 する。

市町村税徴収事務 高度な事務処理能力を養成 行政実務上の問題点を解決

７泊８日 するため、市町村職員中央研 する専門的な能力を啓発し、

千葉市 ２人 修所による「市町村税徴収事 新しい行政ニーズに対応して

市町村職員中央研修所 務」の研修へ参加する｡ いく意識の向上が図れた。

実 践 政 策 法 務 高度な事務処理能力を養成 行政実務上の問題点を解決

６泊７日 するため、市町村職員中央研 する専門的な能力を啓発し、

千葉市 １人 修所による「実践政策法務」 新しい行政ニーズに対応して

市町村職員中央研修所 の研修へ参加する｡ いく意識の向上が図れた。

国際化対応コース 国際化対応能力向上のため 地域における在住外国人と

９泊10日 全国市町村国際文化研修所に の共生に向けた政策課題につ

大津市 全国市町村 １人 よる「国際化対応コース」の いて理解を深め、国際化対応

国 際 文 化 研 修 所 研修へ参加する｡ 能力の向上が図れた。

－７７－



③ 他主催研修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

管理職を対象に草加市主催 著名人による講演により、

管理職夏期特別研修 による夏期特別研修「パリダ 幅広い視野と高度の識見を養
１日

カにおける目標管理と自己管 うことができた。
３人

草加市 文 化 会 館 理」についての講演会に参加

する。

㈳全社協中央福祉学院主催 社会福祉主事として必要な
社会福祉主事

､の通信教育研修を年間を通し 基礎的知識及び技術を習得し
資格認定通信課程

年間 て行い、また、４日間のスク 社会福祉法に定める社会福祉

４人 ーリングに参加し、修了する 主事の任用資格を取得するこ
葉山町

と社会福祉主事の任用資格を とができた。
ロ フ ォ ス 湘 南

得る。

⑷ 自 主 研 修

名 称 日 数
事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 修了者

市政運営における施策に関 今後の市政運営において参

することや事務能率改善に関 考となる知識を習得すること

すること等について先進地の ができ、また、研修報告書を
年間

視察を行う。 他の職員へ周知することによ
先 進 地 視 察 研 修 １グループ

（視察内容） り、知識の共有を図ることが
４人

､岡山県井原地域合併協議会 できた。

総社市・山手村・清音村合併

協議会の合併事務の視察

公務執行上必要とされる知 職員の自己啓発意欲の高揚

識や技能を習得するため、自 を図った。

自 己 啓 発 研 修 ４人 主的に他団体が実施する講座 ◇社会福祉士養成通信課程

や通信教育等を受講する機会 ◇Excel2002総合コース ほか

を与える。
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◎ 情報公開制度の運用事業

事 業 の 目 的 請求等の名称 利用件数 請求等の概要 事 業 の 効 果

情報公開制度に基づ 請求に対する情報の

き、実施機関が市政に 公開又は提供を行うこ
市の保有情報

関する情報の提供を行 情報公開請求 ７ とにより、請求者の納
の公開

うとともに、市の保有 得が得られ、市民主体

する情報についての請 の市政の推進に寄与す

求による情報の公開を る｡

行い、併せて、個人情

個 人 情 報 の 自己情報の開報の適正な取扱い及び
２

開 示 請 求 示保護に努めることを目

的とする。

◎ 広報さって等発行事業

⑴ 広報さって発行

事 業 目 的 事 業 概 要 発行部数 配 布 方 法 事 業 費 事 業 効 果

市の施策・イベ 平成14年11 区長による 行政情報や

ントなどの行政情 月号よりパソ 各戸配布とあ 地域情報を定

報や地域からの情 コンによる編 わせ公共施設 6,098,400円 期的にお知ら
20,000部

報を市民にお知ら 集作業を開始 や銀行、駅で (印刷製本費) せできた。

せするために毎月 する。印刷の も配布してい

発行する。 み業者委託。 る。

⑵ 記者会見の開催

事 業 目 的 開催時期 回 数 対 象 報 道 機 関 事 業 効 果

報道機関を通じて 幸手記者クラブ加盟８社 各種事業等の情報

市の施策や行事など 定例市 （朝日・ＮＨＫ・埼玉・ が新聞やテレビで紹

･を、広く市内外にお 議会の開 年４回 産経・テレビ埼玉・東京 介されることで、市

知らせするために開 会前 毎日・読売） のＰＲが図れた。

催する。
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⑶ インターネットホームページ運営

事 業 目 的 事 業 概 要 アクセス件数 事 業 費 事 業 効 果

市の概要や各種計 各種計画の概要や 115,268件 幸手市の概要を

画・イベント情報等 桜・アジサイ情報、 ※Ｈ15 251,160円 お知らせするとと

を提供し、市に対す 広報紙などを掲載し 113,836件 （サーバー もに市のＰＲに効

る理解を深めてもら た。 Ｈ14 使用料） 果をあげられた。

う。 53,585件

◎ 幸手市テレフォンガイド事業

事 業 目 的 項目数 利 用 件 数 事 業 費 事 業 効 果

市民生活に必要な行政情 931件／年間 生活に役立つ情報
1,737,936円

報を音声とＦＡＸで随時提 （音 声 753件､ を、市民が必要とす
（回線使用料

供する。 231件 ＦＡＸ 178件) るときに随時お知ら
保守委託・電

Ｈ15 871件 せできた。
算機借上げ料

Ｈ14 1,181件

◎ 広 聴 活 動

⑴ 子ども会議

事 業 目 的 事 業 概 要 期 日 参 加 者 数 事 業 効 果

市内の小学６年 各校の代表者か 子どもたちが考え

生から「住みよい ら市への質問・要 各小学校から る住みよいまちにつ

まちづくり」につ 望を２項目程度発 代表２人 いて、知ることがで

いて意見、要望を 表してもらい市長 計22人 きた。また、その意

聴取し、子どもた 及び幹部職員から 見等を市政運営の参
２月４日(金)

ちのまちづくりへ 回答を行う。 考にできた。
会 場

の関心を深めると

ともに、意見等を

幸 手 市 役 所今後の市政運営の

参考とする。
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⑵ 市 民 の 声

事 業 目 的 事 業 概 要 投 書 箱 設 置 数 事 業 効 果

市政に対する市 投書や電子メー 市民からの多くの意市役所・公民館など12か所
民の意見・要望な ルで意見等をいた 見・要望を把握するこ

件 数
どを把握し市政運 だき、市の対応に とができ、事務事業の

営に生かす。 ついて回答する。 投 書 ９４件 改善及び運営の参考と

電子メール １０２件 することができた。

※Ｈ15 投書 93件

メール 101件

Ｈ14 投書 105件

メール 149件

◎ 秘 書 活 動

⑴ 市長交際費

対外的に活動する市長が、市を代表し又は市の利益を図るために外部との
事 業 目 的

公の交際を進めるうえで必要な経費を支出する。

慶弔・見舞 57件 その他 11件件 数 259件
内 訳 賛助・協賛 2件

金 額 1,634,500円 会費等 189件

⑵ 名誉市民推挙

本市市民及び本市の関係者で、広く政治、経済、社会、文化の興隆に功績

事 業 目 的 があり、市民の敬愛の対象とされる方に対して、市議会の同意を得て、幸手

市名誉市民の称号を贈り、その功績を称える。

被 推 挙 者 故 三ツ林彌太郎 様

推 挙 日 平成１６年１０月１日（金）

会 場 市役所第二庁舎第１会議室

内 容 推挙状及び名誉市民章の贈呈

広く社会文化の興隆に寄与し、その功績が顕著である市民等に名誉市民の

事 業 効 果 称号を贈ることにより、市民の政治、経済、社会、文化興隆に対する意欲の

高揚が図られた。
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⑶ 市表彰規程に基づく表彰

本市の自治振興を図り、市政に功労のあった方や、公共の福祉増進に貢献
事 業 目 的

し、その功績が顕著な方を表彰する。

式典開催日 平成１６年１０月１日（金）

会 場 市役所第二庁舎第１会議室

多年にわたり公共の職務に精励された方 ８名

多年にわたり防災業務につとめられた方（感謝状）
表彰状 12件

２名
件 数 感謝状 2件 内訳

多年にわたり保健衛生の向上につとめられた方 １名
合計 14件

多年にわたり教育文化の振興につとめられた方 ２名

地域の活性化に貢献し他の模範となる方 １団体

様々な分野において市政の発展に寄与した市民（団体）を表彰することに

事 業 効 果 より、自治振興が図られたとともに、市民の社会文化の興隆に対する意欲の

高揚が図られた。

◎ 平 和 事 業

広島市平和祈念式への参加

事 業 目 的 事 業 概 要 期 間 参 加 者 事 業 効 果

市の将来を担う 市内中学３年生 参加者が平和に
８月５日（木） ・特選生徒

青少年に、式典を を対象に募集した ついて改めて考え
～６日（金） ４名

通じて平和の大切 平和の作文特選の るきっかけとなり
・生徒代表

さを再認識しても 生徒並びに市内各 会 場 その体験を学校に
４名

らうために実施す 中学校からの代表 持ち帰ることで、
教諭 １名広島市

る。 生徒を式典に派遣 さらに平和の意識
職員 ２名平和記念公園

する。 を広められた。

◎ 市有バス運行管理業務委託

事 業 目 的 運 行 日 数 委 託 金 額 事 業 効 果

市有バスの運行管 （中型バス）乗車人員40名以内 市及び各種団体

理業務を委託するこ 平成１６年度 延べ 148日運行 6,841,071円 の行う事業につい

（ ）とにより、バスの円 参考 平成15年度延べ158日運行 て、運行計画に基

滑な運行と適切な整 づき安全に効率よ
経過走行委託料、時間外管理委

備を実施し、搭乗者 306,705円 く行うことができ
託料、宿泊管理委託料

の安全を確保する。 た。
計 7,147,776円

－８２－



◎ 庁舎総合管理業務委託

事 業 目 的 業 務 内 容 委 託 金 額 事 業 効 果

受付案内・電話交 ⑴ 清掃管理業務 年間計画に基づ

換・清掃業務及び庁 ⑵ 受付案内・電話交換業務 き業務を実施し、

舎内の各設備の維持 ⑶ 設備管理業務 責任体制、連絡体

管理を一体的に行う ・ 給排水衛生設備点検業務 制の一体化により

ことにより、総合管 ・ 空調設備点検業務 効率的、経済的な

理の特性を生かした ・ 設備機器点検業務 27,783,000円 運営が行われた。

、効率的な運営を行い ⑷ マット敷設、芳香剤等レン

公務の円滑な執行と タル業務

庁舎の衛生的な環境

を確保することを目

的とする。

◎ 警備業務委託

事 業 目 的 業 務 内 容 委 託 金 額 事 業 効 果

市内公共施設及び ⑴ 火災、盗難、ガスもれの拡 市内公共施設及

庁舎内の警備業務を 大防止業務 び庁舎内の警備業

一体的に行うことに ⑵ 事故確知時における連絡等 務を一括して行う

、より、火災、盗難、 業務 ことにより効率的
8,127,000円

ガスもれの防止に努 経済的な運営が行

め、庁舎の安全を確 われた。

保することを目的と

する。

◎ 幸手市隔離病舎解体事業

事 業 目 的 業 務 内 容 事 業 費

幸手市伝染病隔離病舎 １ 委 託 料 1,113,000円

については、幸手市外近 ・幸手市隔離病舎解体工事設計業務
20,066,550円隣市町により使用してい ２ 工事請負費 18,953,550円

たが、建物施設が老朽化
・幸手市隔離病舎解体工事

したため解体撤去した。
３ 事業費内訳

・幸手市隔離病舎解体工事各市町負担金
20,066,550円

３市９町
その内幸手市負担

（幸手市、久喜市、加須市、杉戸町、
2,199,550円

白岡町、宮代町、鷲宮町、菖蒲町、

）栗橋町、騎西町、大利根町、北川辺町

－８３－



◎ 国際交流事業

⑴ ワンナイトステイ受入事業

事 業 目 的 事 業 概 要 内 容 成 果

広く市民に国際交 外国から訪れた日 市民間での国際交流が図

流・国際理解の場を 本語国際センターの られ、受け入れた家族が外

提供するとともに、 研修生に市内登録ホ 国人を身近に感じられ、理
受入回数 ５ 回

外国人にホームステ ストファミリー宅で 解を深めることができた。
受入人数 ５ 名

イの機会を設け、日 の１泊２日程度のホ また、研修生には、日本
受入家族 ４家族

本の文化を知っても ームステイを斡旋・ 及び幸手市の文化や社会に

らう。 支援する。 ついて、より深く理解し、

帰国していただいた。

⑵ 国際交流協会補助事業

事 業 目 的 事 業 概 要 内 容 成 果

幸手市としての個 幸手市補助金交付 交付金額 総務、研修、交流の３部会で、

性を生かし、市民を 規則に基づく一般補 700,000円 各種事業を実施し、市民の国際意

主体とした国際交流 助として運営費を補 識高揚が図られた。

を推進することを目 助する｡ 平成16年度協会の主な事業

的に活動している幸 ・地球ステージの開催

手市国際交流協会に 北公民館 140名出席

対する助成。 ・市民まつり参加

外国文化の紹介、協会のＰＲ

・国際交流協会だより発行

４月全戸配布

・日本語教室支援（中央公民館と

の共催）

ボランティア研修会等の開催

・世界の料理教室（中央公民館と

の共催）

台湾料理

・英語に親しむ会開催

初心者対象､全８回､16名参加

・こども英会話教室開催

小学生対象､全５回､11名参加

・教育交流事業への協力

オーストラリアブロードビー

チ小学校と香日向小学校の教育

交流

－８４－



◎ 行政改革推進事業

目 的 事 業 成 果

行財政改革ＡＣＴ 行財政改革ＡＣＴ会議

会議の設置及び行 行財政改革を推進し、自立した行財政運営を持続させるため、「行

財政改革ＡＣＴプ 財政改革ＡＣＴ会議」を設置し、新たな指針となる「行財政改革ＡＣ

ランの策定 Ｔプラン」の策定を行った。

第１回会議 12月28日 第２回会議 １月19日

第３回会議 ２月４日 第４回会議 ２月22日

第５回会議 ３月１日 第６回会議 ３月14日

第７回会議 ３月22日 第８回会議 ３月29日

第９回会議 ３月30日

行政改革推進委員会

「行財政改革ＡＣＴプラン」の策定にあたり、市民６人からなる行

政改革推進委員会の会議を開催したほか、書面により意見、提案を聞

いた。

第１回会議 ２月16日 第２回会議 ２月18日

３月末 書面による意見、提案の聴取

行財政改革推進員会議

行財政改革ＡＣＴ会議の下部組織として、調査検討の機関を設置し

「行財政改革ＡＣＴプラン」策定のための調査及び研究を行った。

推進員会議は、行財政改革ＡＣＴ会議の委員長が指定する職員と、

庁内より公募した職員の10人で組織した。

第１回会議 １月24日 第２回会議 ２月１日

第３回会議 ２月２日 第４回会議 ３月２日

第５回会議 ３月７日 第６回会議 ３月11日

第７回会議 ３月16日 第８回会議 ３月23日

第９回会議 ３月25日

－８５－



◎ 広域行政関係

⑴ 埼玉県利根広域行政推進協議会

事 業 目 的 名称・日程・場所 事 業 概 要 事 業 効 果

埼玉県利根地域に 圏域16市町村のイメージア 地域内住民に対
利根広域物産展

おける広域行政を推 ップを図るため、圏域内で生 して、各市町村の
平成16年８月７日進するため、地方自 産された特産品の展示販売を 特産品や行政施策
白岡町

治法の規定による協 行うとともに、市町村のＰＲ を広めることがで
「味彩センター」

議会を設置して広域 コーナーを設けて紹介した。 きた。

行政計画の策定、広
圏域バスツアー 圏域を南部と北部に分け、 参加者は、圏域

域行政計画に係る事
平成16年 それぞれの住民に在住地以外 の自然、歴史・文

務の連絡調整等を図
11月４日 のコースの各市町村の名所等 化、観光などの魅

る。
北部圏域コース を案内、ＰＲした。 力を再発見し、併

11月16日 参加者 北 部 ８７人 せて圏域住民との

南部圏域コース 南 部 １９人 交流が図れた。

⑵ 田園都市づくり協議会

名 称
事 業 目 的 事 業 概 要 成 果

（部 会 長 市 町）

埼玉県利根南部地 久喜市総合防災訓練に幸手 各市町の現状に

域の３市６町に共通 防災相互応援専門部会 市・鷲宮町が参加した。 ついて把握・研究

する広域的な行政課 「河川改修及び水防・洪水 すると共に、防災

題について協議し、 （蓮 田 市） ハザードマップ、県の防災対 訓練での相互交流

｡魅力あるまちづくり 策」について講演を実施した を実施した。

を推進することを目
「ＬＧＷＡＮの今後の動向 今後の運用に当

的として、情報交換
情報化専門部会 とＬＧドメインへの移行につ って、セキュリテ

等を図る。
いて」講演会を実施した。 ィ問題や先進事例

（杉 戸 町） 等情報交換に役立

った。

各市町間における職員相互 圏域内の人事交

人事給与制度専門部会 派遣を実施したほか、人事院 流状況を把握する

勧告に基づく各市町の対応に ことができ、各市

（幸 手 市） ついて意見交換を行った。 町の相互理解が深

まった。

各市町の情報公開制度の運 各市町の諸課題

情報公開専門部会 用状況及び個人情報保護制度 を把握でき、今後

の運営に係る諸課題について の情報公開制度の

（宮 代 町） 研究・情報交換を行った。 運営上の参考とな

った。

－８６－



名 称
事 業 目 的 事 業 概 要 事 業 効 果

部 会 長 市 町

「上尾市の介護給付適正化 各市町の諸問題

介護保険専門部会 事業の実例」について講演を の現状把握・意見

実施した。 交換などを行い、

（蓮 田 町） 今後の事務運営上

での参考となった

⑶ 住 民 投 票

実 施 期 日 事 業 目 的 投 票 結 果

幸手市が久喜市・鷲宮町 投 票 総 数 ２７,６１４票
と合併することの是非を問 投 票 率 ６２.１０％

平成１６年 ９ 月１９日 うため 有 効 投 票 ２７,３６２票
合 併 賛 成 １５,４８８票
合 併 反 対 １１,８７４票

◎ コンピュータシステム移設事業

事 業 目 的 移 設 機 器 事 業 概 要 事 業 効 果

保健福祉総合センタ 保健福祉総合セン 住民情報システム

、ーへの市機関移転に伴 ターにサーバー機器 など各システムの移

う住民情報システム機 クライアント機器な 設による電算業務の
サーバー機器 1台

、器、財務会計システム どを物理的に移設し 混乱を回避し、安定
クライアント機器 60台

機器、介護システム及 ネットワーク形態の 稼動を実現した。
プリンター機器 9台

びグループウェア機器 変化によるシステム

を市役所などからの移 設定の変更を実施し

設を実施する。 た。

◎ ネットワーク再構築事業

事 業 目 的 導入機器・設定機器 事 業 概 要 事 業 効 果

市役所本庁舎と各出 ・導入通信機器 データ通信用ネッ 市役所本庁舎と各

先機関18箇所の間のデ Ｌ３スイッチ 1台 トワーク回線の通信 出先機関の間のデー

ータ通信用ネットワー Ｌ２スイッチ 18台 形態をＩＳＤＮ回線 タ通信用ネットワー

ク回線を安定的な状態 ・設定機器 から光ファイバーを ク回線にて、通信速

にする。 通信機器 21台 用いた高速な回線に 度及びセキュリティ

クライアント機器 切替えたことによる の向上が図れた。

･188台 中継通信機器の導入

プリンター機器 設定作業

26台

－８７－



◎ 公平委員会

名 称 日 程 内 容

・ 人事異動について
第１回定例会 平成16年６月８日

・ 平成１６年度幸手市職員組合役員改選について

第２回定例会 平成17年１月27日 ・ 職員組合の要望事項について

◎ 固定資産評価審査委員会

名 称 日 程 内 容

・ 委員長の選出について

第１回委員会 平成16年６月21日 ・ 土地家屋の評価について

・ 固定資産課税台帳縦覧結果について

◎ 交通災害共済関係

埼玉県交通災害共済組合は、交通事故により災害を受けた方及びその遺
事 業 目 的

族の救済を目的として昭和４４年４月に設立された相互扶助制度です。

事 業 概 要 ⑴ 加入状況（平成１６年度加入者）

区 分 人 員 等 備 考

加 一 般 8,172 人

入 中 学 生 以 下 4,565 人

者 合 計 13,737 人

加 入 率 23.1 ％ 加入者／人口

会 費 納 入 額 9,637,300 円

加 入 推 進 費 466,320 円

⑵ 見舞金等給付状況

加 入 年 度 給 付 人 員 給 付 総 額

平 成 １ ４ 年 度 82 人 5,250,000 円

平 成 １ ５ 年 度 117 人 9,940,000 円

平 成 １ ６ 年 度 105 人 9,672,000 円

合 計 304 人 24,862,000 円

－８８－



◎ 交通安全対策設置工事事業

工 事 名 施 工 箇 所 事 業 概 要 事 業 費

交通事故防止のため、防護

柵を設置した。
防 護 柵 設 置 工 事 大字惣新田地内外 4,599,000円

ガードレール（GR－C－4E)

613.0ｍ

事故多発地内対策として、
緊急市町村道

大 字 上 高 野 地 内 区画線工、ゴム製ハンプ工を 4,935,000円
安 全 対 策 設 置 工 事

施工した。

◎ 交通指導員設置及び運営事業

事 業 目 的 事 業 内 容 効 果

交通安全意識を普及し、高揚さ 児童・生徒の登校 朝の立哨指導により、交通事故

せるほか交通の安全と円滑を期す 時における立哨指導 防止が図られた。また、各種イベ

るため諸施策として、街頭広報、 延べ 1,001回 ントの交通整理指導において、交

自主研修、街頭指導等を実施する 各種行事の交通整 通渋滞の緩和が図られた。

理指導 ※ 交通指導員数

36回 延べ 228人 男９人 女４人 計１３人

－８９－



◎ 交通安全啓発事業

名 称 実 施 期 間 内 容

⑴ 子供と高齢者の交通事故防止
平成16年４月６日～

⑵ 自転車の安全利用の推進
春の全国交通安全運動 平成16年４月15日

⑶ シートベルトとチャイルドシートの正し
（１０日間）

い着用の徹底

平成16年７月15日～ ⑴ 児童・生徒の交通事故防止

夏の交通事故防止運動 平成16年７月24日 ⑵ 速度違反などの悪質・危険な運転の追放

（１０日間）

⑴ 高齢者の交通事故防止

平成16年９月21日～ ⑵ 夕暮れ時と夜間の交通事故防止対策の推

秋の全国交通安全運動 平成16年９月30日 進

（１０日間） ⑶ シートベルトとチャイルドシートの正し

い着用の徹底

平成16年９月25日 秋の全国交通安全運動周知徹底と交通安全

交 通 安 全 パ レ ー ド 実施 意識の高揚を図ることを目的として交通安全

（参加者 1,145名） パレードを実施

平成16年12月15日～ ⑴ 夕暮れ時・夜間の交通事故防止
年末年始の

平成17年１月３日 ⑵ 飲酒運転など無謀運転の追放
交通事故防止運動

（２０日間）

夏休み期間中の子どもの交通事故防止
夏 休 み 親 子 大 会 平成16年７月17日

参加者 ７９９名

－９０－



◎ 検 査 事 業

事 業 の 目 的 名 称 件 数 事 業 概 要 事 業 効 果

市が発注する 契約書、仕様 市が発注する
工 事 完 成 検 査 １１０件

工事、業務等に 書等の関係書類 工事、業務にお

おける契約内容 に基づいて契約 いて契約内容の
業 務 委 託 完 了 検 査 ６２件

の履行の確保を 条項どおりに実 履行確保が図れ

図る。 施及び完成して た。
その他（中間等）の検査 ７件

いるか検査を実

施した。
検 査 件 数 合 計 １７９件

◎ 小規模契約希望者登録制度事業

事 業 の 目 的 発注件数 発 注 金 額 事 業 概 要 事 業 効 果

市が発注する工事 小規模な工事及 小規模な工事及

及び修繕の小規模な び修繕について、 び修繕について、

契約について、市内 登録名簿から業者 市内業者に発注し

の小規模契約希望者 選定し、発注した｡ たことにより、市
15件 1,890,870円

に対し受注機会を拡 内経済の活性化を

大することにより、 図れた。

市内経済の活性化を

図る。

－９１－



◎ 市内循環バス運行事業

交通弱者の救済をするとともに、公共施設への市民の足の確保及
事 業 目 的

び利用促進を図る。

運 行 の 方 法

・ 運 行 方 式 貸し切りバス方式

・ 使 用 車 両 車イス用リフト付き定員２７人乗り小型バス×２台

・ コース・便数 ４コース（東２コース・西２コース）×各コース４便＝１６便

・ 所 要 時 間 各コース ６０分

・ 運 賃 無 料

・ 運 行 期 間 平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日（年末年始を除く）

・ 運 行 時 間 午前８時００分～午後６時００分

・ 停 留 所 数 １５９ヵ所（起点・終点は市役所）

利 用 人 数
コース名 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

東Ａコース 867 849 883 883 832 883

東Ｂコース 1,079 1,031 1,168 1,205 1,075 1,181

西Ａコース 2,064 2,052 2,302 2,219 2,096 2,327

西Ｂコース 905 913 956 925 890 908

計 4,915 4,845 5,309 5,232 4,893 5,299

10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月 計

981 936 873 789 832 975 10,583

1,167 1,131 985 961 1,015 1,206 13,204

2,225 2,250 1,939 1,913 1,885 2,050 25,322

874 969 904 875 899 983 11,001

5,247 5,286 4,701 4,538 4,631 5,214 60,110

市内各所へ移動するための交通手段として定着し、公共施設の利
事 業 効 果

用に対しての利便性が図られる。

－９２－



◎ 幸手市コミュニティづくり推進協議会補助金（一般補助）

交 付 団 体 幸手市コミュニティづくり推進協議会（６５団体加盟）

補 助 金 額 ７００,０００円

自治と連帯のコミュニティづくりを市民運動として展開し、住みよい地
補 助 目 的

域社会の建設を図る協議会に補助金を交付する。

・視 察 研 修 府中の森博物館

（平成１６年９月２８日実施）

・クリーン作戦 大島新田調節池 329名参加 ゴミ収集量 520㎏

行 幸 湖 823名参加 ゴミ収集量 1,670㎏

・花いっぱい活動 毎月第３土曜日を活動日として実施

植栽場所 中５丁目幸橋花壇

事 業 概 要 駅入り口花壇

４号国道沿い花壇

アスカル内プランター

市役所内花壇

コミュニティセンター花壇

・市民まつり参加 こども用遊具の設置（ワンダージャンピン）

花いっぱい活動キャンペーン（花苗600鉢プレゼント)

種々の活動を充実させることにより、コミュニティ活動の重要性の認識
事 業 効 果

と啓発運動の推進ができた。

◎ 幸手市区長会補助金（一般補助）

交 付 団 体 幸手市区長会（区長 １５２名）

補 助 金 額 １,５００,０００円

市と各区との連絡調整を図り、もって市民の福利増進に寄与する団体に
補 助 目 的

補助金を交付する。

・役 員 会 ５回開催

・区 長 研 修 会 千葉県佐倉市 千葉県歴史民族博物館見学

事 業 概 要 （平成１６年１１月１１日実施）

・地区別区長会議 地区別に随時開催

・市主催区長会議 区長会総会と同日開催

役員会を通し地区別区長会議において説明してもらうなど、市と各地区
事 業 効 果

との連携が図れた。

－９３－



◎ 幸手市コミュニティセンター管理事業

幸手市コミュニティセンターの管理運営を委託し、事務の合理化を
事 業 概 要

図るとともに効果的な事業運営を図る。

委 託 先 ㈶幸手市施設管理公社

委 託 金 額 １３,４２９,０００円

利 用 の 状 況

利用者数
男 女 計 件 数 使 用 料

集 会 室 5,111 11,819 16,930 843 65,400円

会 議 室 1,164 1,772 2,936 396 51,400円

談 話 室 2,151 3,422 5,573 430 43,200円

ミーティングルーム 396 1,075 1,471 258 30,960円

ボランティア相談室 19 648 667 197 0円

ピ ア ノ 使 用 51 10,000円

合 計 8,841 18,736 27,577 2,175 200,960円

30を超える利用団体が、集会室等において様々なサークル活動を意

欲的に行っている。地域間の交流や情報交換の場として、また市民の
事 業 の 効 果

文化活動やボランティア活動の拠点としてコミュニティ形成の役割を

果している。

－９４－



◎ よろず相談事業

事 業 目 的 受 付 件 数 主 な 相 談 内 容 事 業 成 果

市民の相談窓口となり、 相 続 １０２件 市民の相談窓口

相談内容により、整理の上 家 族 ９５件 として、多くの市

方向性を見出したり、適切 架 空 請 求 ８７件 民の方々に利用い

な相談窓口を紹介するなど 蜂 ８３件 ただき、市民サー

のアドバイスをする。行政 借金・自己破産 ７４件 ビスの向上を図る

に対する要望・苦情につい 離 婚 ７０件 ことができた。

ては担当課と調整し迅速な ご み ６８件

対応を行い、市民サービス 市 民 相 談 近隣トラブル ６４件

のより一層の向上を図る。 1,745件 草 刈 り ６４件

道 路 ５９件

土地・家屋 ５８件

税 金 ４８件

犬 ・ 猫 ４４件

生 活 苦 ３５件

労 働 ３２件

そ の 他 ７６２件

道路の補修 ２６件

不法投棄物 ８件
す ぐ や る

ごみの回収 ７件
52件

フェンスの修理 ３件

そ の 他 ８件

◎ 法律相談事業

事 業 目 的 受 付 件 数 主 な 相 談 内 容 事 業 成 果

市民の専門的・法律的な 相続・家族問題 ９４件 相談者に対し的

相談に応じるため、毎月第 金 銭 問 題 ５６件 確な助言や、問題

２・４木曜日に、弁護士に 法 律 相 談 土 地 問 題 １１件 解決の方向性を示

よる法律相談を実施して市 178件 交通事故等 ８件 し、市民サービス

民サービスの向上を図る。 会社関係等 ２件 の向上を図ること

そ の 他 ７件 ができた。

－９５－



◎ 男女共同参画推進事業

事 業 名 男女共同参画推進講演会

女性の社会進出が進展している中、依然として男女の役割分担意識は強

事 業 目 的 く、男女が共に認め合い、自分らしく生きられる社会の実現に向けて、講

演会を開催する。

１ 期 日 平成１６年８月２８日（土）

２ 会 場 幸手市北公民館

３ 主 催 幸手市・幸手市男女共同参画推進協議会
事 業 概 要

４ 講 師 美 輪 明 宏 さん

テーマ「生きやすい生き方」

５ 参加者 ５５４人

数多くの市民の参加があり、男女共同参画についての啓発を図ることが
事 業 効 果

できた。

ひと ひと

事 業 名 女と男の共生セミナー

､男女共同参画に関する市民の認識を深め、また、学習機会の提供として
事 業 目 的

セミナーを開催する。

１ 日 数 ４日

２ 会 場 幸手市役所第二庁舎第２会議室

３ 主 催 幸手市・男女共同参画推進協議会
事 業 概 要

４ 講 師 金 子 朝 子 さん（Ｈ・Ｓ・Ｄ・Ａ代表）

テーマ「平和と家族」

５ 参加者 ６１人

男女共同参画に対する理解と認識を深めるとともに、男女共同参画社会
事 業 効 果

の実現に向けての意識の高揚を図ることができた。

ひと ひと

事 業 名 女と男の情報紙「モア」発行

男女共同参画に関する問題の解決には、男女が共に認め合い、尊重し合

事 業 目 的 うことが重要であるという認識のもとに、男女平等意識の啓発のために、

情報紙を発行する。

１ 回 数 年１回発行

２ 部 数 ２０,０００部
事 業 概 要

３ 配布先 全戸配布にあわせて、公共施設に配布

４ 編 集 男女共同参画推進協議会

男女共同参画社会の実現に向けての課題を取り上げ啓発を行うことによ
事 業 効 果

り男女平等意識の高揚を図ることができた。

－９６－



◎ 消費者行政推進事業

⑴ 消費生活相談員の設置

事 業 目 的 相談員数 相談日 事 業 概 要 事 業 効 果

専門の消費生活相談 窓口及び電話にて消 消費者生活に関する

員による消費生活相談 費者から直接相談を受 相談や苦情の受付及び

を通じて、消費者の利 週３日 け、支援する。 消費者に知識・情報の

益の保護及び消費生活 月 【受付件数】 提供・交渉力を高める
２ 名

の向上を図る。 水 苦情相談 103件 ための支援をし、被害

木 問 合 せ 25件 の未然防止や消費者保

不当架空請求 134件 護に大きな役割を果た

合 計 262件 している。

⑵ 消費生活啓発事業

テ ー マ 開 催 日
事 業 目 的 事 業 概 要 事 業 効 果

場 所 参 加 者

消費生活に関する 消費者を狙う 消費生活展におい 消費者生活に関す

講演会や講座等を開 悪質商法 て消費生活相談コー る相談や苦情の事例

催し、消費者に基本 こんな手口に 12月５日 ナーを設置し、相談 を直接講義すること

的な知識を学んでも ご用心 53名 員が講演や相談を受 により、消費生活に

らうことにより消費 け、パンフレット等 おける注意点を啓発

生活の向上を図る。 中央公民館 の配布をする。 することができた。

消防団員を対象と 急増している悪質

あの手この手 した消費生活に関す 商法の巧妙さに対し

の悪質商法 ３月６日 る講演を行い、悪質 て、予備知識を会得

138名 商法とその対処法を させることにより、

消防署西分署 習得してもらう。 被害を未然に防ぐこ

とが出来た。

⑶ 啓発冊子等の作成

事 業 目 的 名 称 数量・金額 事 業 概 要 事 業 効 果

暮らしに役立つ 急速に広がるイン 消費者生活に関す
情報冊子

情報の提供と、消 350部 ターネットの落とし る契約と急速にＩＴ
「くらしの

費者啓発を目的に 102,900円 穴を特集した情報誌 化している生活の知
豆知識」

作成し配布する。 を購入配布する。 識向上が図れた。

若者を対象とした 悪質商法の種類、
啓発用パンフ

パンフレットを中学 契約についてどの時
レット

､200部 生に配布し、悪質商 点で成立するかなど
「ストップザ

18,900円 法の実態を知っても これからの賢い消費
悪質商法

らう。 者を育てる役割を果
若者編」

たした。

－９７－



◎ 固定資産税基礎資料整備業務委託

事 業 目 的 対 象 区 域 事 業 概 要 事 業 成 果

固定資産税の租税負 地番図修正業務、公開 固定資産の基礎資料を

担の公平かつ適正課税 用資料・地番図等の資料 整備することにより、固

を期すため、地価動向 作成 定資産税の租税負担の公

等を把握し、適正かつ 幸手市内全域 平かつ適正課税に努める

均衡の取れた評価を行 ことができた。

うための基礎資料を作

成する。

◎ 無料税務相談

事 業 目 的 開 催 期 日 相 談 者 数 相 談 内 容

税に関するさまざまな疑 相続税・贈与税に関する

問や質問に対して、税理士 もの６件、譲渡所得や医療

が相談を受けて回答や助言 費控除、住宅所得控除など
４月から１月まで

､を行う。 確定申告に関するもの８件
の毎月第３月曜日に １５名

地方税に関するもの１件な
開催 （10回実施）

ど、さまざまな相談に対し

･て、専門的な立場から助言

指導を行っている。

－９８－



◎ 戸籍届出件数

【概要説明】

戸籍法に基づく、出生・婚姻・死亡等の届出件数です。

届 出 他 市 町 村
種 類 総 数

本籍人届出 非本籍人届出 計 か ら 送 付

出 生 218 185 403 168 571

認 知 4 0 4 6 10

養 子 縁 組 51 1 52 24 76

養 子 離 縁 4 1 5 7 12

婚 姻 202 34 236 366 602

離 婚 93 9 102 78 180

77条の２・ 75条の２ 37 1 38 21 59

親 権 ・ 後 見 7 0 7 1 8

死 亡 300 140 440 69 509

入 籍 65 4 69 39 108

分 籍 4 0 4 2 6

帰 化 0 1 1 1 2

転 籍 209 1 210 110 320

訂 正 ・ 更 正 37 0 37 3 40

不 受 理 申 出 19 4 23 0 23

そ の 他 13 1 14 3 17

計 1,263 382 1,645 898 2,543

◎ 住民基本台帳関係届出件数

【概要説明】

住民基本台帳法に基づく、転入・転出・転居等の住民異動に伴う届出の件数です。

転 入 １,１６３

転 出 １,４８８

転 居 ６６１

世 帯 主 変 更 等 ４１０

計 ３,７２２

－９９－



◎ 外国人登録関係（１７.３.３１）

【概要説明】

外国人登録法に基づく登録者の人数及び世帯数です。

男 女 計 世 帯 数
外 国 人 登 録 者

３１５人 ３３３人 ６４８人 ４３５世帯

◎ 印鑑登録関係取扱件数

【概要説明】

法令及び条例等に基づく、印鑑の登録・廃止に関する取扱件数です。

種 別 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

登 録 ２２２ １４７ １８３ １９１ １８５ １８９

廃 印 １９５ １４８ １６１ １６０ １７２ １６９

計 ４１７ ２９５ ３４４ ３５１ ３５７ ３５８

種 別 １０月 １１月 １２月 １ 月 ２ 月 ３ 月

登 録 １７４ １９６ １８２ １８１ １８３ ２２９

廃 印 １７３ １７９ １９３ １６５ １６９ ２６９

計 ３４７ ３７５ ３７５ ３４６ ３５２ ４９８

種 別 平成１６年度

登 録 ２,２６２

廃 印 ２,１５３

合 計 ４,４１５

◎ 本籍及び住基人口（１７.３.３１）

【概要説明】

住民基本台帳及び戸籍簿に記載されている人口等の実数です。

本 籍 数 １７,７４２件 本 籍 人 口 ４７,５３４人

男 女 計 世 帯 数
住民基本台帳人口

27,385人 27,074人 54,459人 19,615世帯

－１００－



◎ 職権消除関係

【概要説明】

住民基本台帳法は市町村において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録等の住民

に関する事務処理の基礎とするとともに、住民に関する記録を正確かつ統一的に行い、こ

れによって住民の利便増進かつ国及び地方公共団体の行政の合理化に資することを目的と

している。住民基本台帳の情報を正確に管理するために実態調査を行い、届出られた情報

と事実とが合致しない場合、職権により住民登録から消除するものです。

実 態 調 査 実 施 期 間 １０月から１月

実 態 調 査 実 施 者 ７７人

職 権 消 除 者 ４４人

◎ 処理事件件数（１６.４.１～１７.３.３１）

【概要説明】

戸籍法等の法令に基づき事務処理を行った件数であり、主に他の行政機関（市町村・裁

判所・法務局）との相互関係による通知・報告等による事務処理です。尚、新戸籍編製に

ついては届出によるものも含まれます。

新 戸 籍 編 製 ４８９

戸 籍 全 部 消 除 ２８６

戸 籍 処 理 件 数 戸籍再製・補完 ０

違 反 通 知 ８

計 ７８３

身 上 調 査 ５５２
身 上 調 査 及 び 既 決

既決犯罪通知処理 １５６
犯 罪 通 知 処 理 件 数

計 ７０８
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◎ 取次所及び日直扱いにおける住民票・戸籍の交付枚数

【概要説明】

住民の多様なニーズに対応するために、市役所窓口以外においても以下の場所に住民票

等をお届けする住民サービスを実施している。以下の数値は、平成１６年度の利用状況で

す。

施 設 名 住 民 票 戸 籍

① 会 田 商 事 ２４

② 勤 労 福 祉 会 館 ５

③ 西 農 村 文 化 セ ン タ ー ４２

④ 水 道 部 ０

⑤ 幸 手 団 地 自 治 会 ３２

⑤ 日 直 扱 い ６６

⑥ 埼 玉 県 情 報 セ ン タ ー 新 宿 ２ １

計 １７１ １

◎ 外国人登録事務取扱件数

【概要説明】

外国人登録法は日本に在留する外国人の登録を実施することによって外国人の居住関係

及び、身分関係を明確にし、在留外国人の公正な管理に資することを目的としている。以

下の事務手続きは同法により平成１６年度に処理された事務取扱件数です。

新 規 登 録 ７５

再 交 付 ・ 引 替 交 付 他 ４１

確 認 （ 切 替 交 付 ） ７２

居 住 地 変 更 登 録 １７４

職 権 変 更 登 録 ０

居 住 地 以 外 変 更 登 録 ５３６

閉 鎖 ・ 全 部 無 効 ３４

指 紋 押 捺 ０

照 会 ・ そ の 他 ６５８

計 １,５９０
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◎ 諸証明取扱件数

【概要説明】

戸籍法・住民基本台帳法・印鑑登録証明事務処理要領等の法令、及び、条例により整備

された住民情報（戸籍簿、住民基本台帳、印鑑登録等）を基に、平成１６年度に申請され

処理した諸証明の取扱件数です。

戸 籍 謄 抄 本 ７,０８１

除 籍 謄 抄 本 ２,２３７

戸 籍 記 載 事 項 証 明 ２６

受 理 証 明 １１６

住 民 票 の 写 し ２４,０４１

除 住 民 票 の 写 し １,８６９

広 域 交 付 に よ る 住 民 票 の 写 し １５

戸 籍 の 附 票 ９２９

住 民 票 記 載 事 項 証 明 ７３６

閲 覧 （ 住 民 リ ス ト ） ２６

身 分 証 明 ５３４

印 鑑 証 明 １６,１０８

そ の 他 の 証 明 ７２１

計 ５４,４３９

戸 籍 関 係 ９３３上記取扱のうち

印 鑑 関 係 ７３公用照会、請求による

戸籍・住民基本台帳関係 住民基本台帳関係 １,６３４
処 理 件 数

計 ２,６４０

戸 籍 謄 抄 本 １,２３１

除 籍 謄 抄 本 １,０６５

上記取扱のうち
住 民 票 の 写 し ５,５１５

郵 送 に よ る 各 種
附 票 の 写 し １,０２９請 求 処 理 件 数

そ の 他 ２０１

計 ９,０４１
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◎ 選挙管理委員会

選挙人名簿登録者数 在外選挙人名簿登録者数
名 称 日 程

)男 女 計(人 男 女 計(人)

平成16年６月２日 22,538 22,541 45,079 9 9 18
選挙人名簿の定時登

平成16年９月２日 22,515 22,460 44,975 10 11 21
録及び在外選挙人名

平成16年12月２日 22,557 22,484 45,041 10 11 21簿の登録

平成17年３月２日 22,507 22,487 44,994 10 12 22

検察審査委員候補者 候補予定者数１０人をくじにより選定した。
平成16年12月２日

の選定について 内訳 １郡２人 ２郡４人 ３郡２人 ４郡２人

◎ 参議院議員通常選挙

選 挙 管 理 委 員 会 開 催 ６回

選 挙 期 日 の 告 示 平成１６年６月２４日

選 挙 期 日 平成１６年７月１１日

定数及び立候補者数(埼玉県選出) 定数３人 立候補者数６人

選 挙 人 名 簿 登 録 者 数 男 22,578人 女 22,566人 計 45,144人

当 日 有 権 者 数 男 22,478人 女 22,456人 計 44,934人

投 票 者 数（埼玉県選出） 男 11,848人 女 11,243人 計 23,091人

投 票 率（埼玉県選出） 男 52.71％ 女 50.07％ 計 51.39％

歳 入 額 国庫委託金 １８,３７８,３１２円

歳 出 額 １８,３７９,２５９円

◎ 土地改良区総代選挙

改 良 区 名 選 挙 期 日 定 数 備 考

告 示 日 平成16年９月30日庄 内 古 川 悪 水 路
23人

土 地 改 良 区 総 代 選 挙 選挙期日 平成16年10月７日

候補者が定数を超えな
告 示 日 平成16年９月30日神 扇 落 悪 水 路

33人 かったため,無投票とな
土 地 改 良 区 総 代 選 挙 選挙期日 平成16年10月７日 った。

告 示 日 平成16年12月20日葛 西 用 水 路
22人

土 地 改 良 区 総 代 選 挙 選挙期日 平成16年12月27日

歳 入 額 土地改良区負担金 380,055円 県委託金 149,200円

歳 出 額 ５３０,０５１円
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◎ 明るい選挙啓発ポスター募集

事 業 内 容 審 査 会 応募点数 結 果 事 業 の 効 果

明るい選挙推進の 小・中学校計 児童・生徒及び保
小学校

ため、啓発ポスター ６点を選出し県 護者等に選挙の大切
２３点

を募集し、第１次審 平成16年９月８日 選管に提出した さを再認識してもら
中学校

査会を行い、県選管 った。
２点

に提出する。

◎ 統計調査事業

調 査 名 称 調 査 日
事 業 目 的 調査員数 事 業 概 要 事 業 効 果

調 査 区 域 調査件数

統計法及び 幼稚園及び各種 将来の教育計画
学校基本調査 ５月１日

埼玉県統計調 学校の生徒・学級 を立てる際の貴重
市 調 査

査条例等に基 数の調査を年一回 な資料を提供して
市 内 全 域 ８件

づき、各種統 実施する。 いる。

計調査を実施
企業の企業活動 経済・社会政策

事業所・企業し多様化する
･の実態調査と卸売 の立案、計画、将

統 計 調 査 、行政課題に的
６月１日 小売事業所の業種 来展望などの基礎

､商業統計調査確に対応する
調査員 別、地域別などの 資料として、また

サ ー ビ ス 業ための基礎資
調査区数 38人 実態調査及びサー 学術研究や企業活

基 本 調 査料を得る。
73調査区 ビスの提供を事業 動、企業経営など

活動とする事業所 のために幅広く利
市 内 全 域

｡の実態調査をする 用する。

家計の収支及び 家計資産を総合

全国 ９月～ 貯蓄などの家計資 的に調査すること

消費実態調査 11月 産を総合的に調査 により、社会・経
調査員

･し、所得、消費、 済等の行政の企画
２人

国 か ら 指 定 調査区数 資産に係る水準、 立案の基礎資料と

された調査区 ２調査区 構造及び分布など して利用する。

を明らかにする。

12月31日 市内の製造業に 市内の製造業を
工業統計調査

調査員 属する事業所を対 営む事業所の現状

調査区数 ７人 象に調査を年一回 の把握と工業統計
市 内 全 域

73調査区 実施する。 表を作成する。

市町村の町(丁) 人口に関する小

字別の年齢別及び 地域別統計情報の

埼玉県町(丁) 男女別人口を明ら 整備と埼玉県町
１月１日 市 調 査

字別人口調査 かにする。 （丁）字別人口調

査結果報告が作成

される。
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調 査 名 称 調 査 日
事 業 目 的 調査員数 事 業 概 要 事 業 効 果

調 査 区 域 調査件数

農林業経営体の 農業集落ごとの

規模別分布や利用 農業や農業の実態

、状況、作物の栽培 に応じた生産基盤
２月１日 指導員

、 、農林業の担い手等 整備、施設の設置
２００５年 ８人

農林業の基本的事 生産環境の整備な
農林業センサス 調査区数 調査員

。項を明らかにする どの農林行政を推
55調査区 55人

進するための基礎

資料として利用す

る。

市町村経済の規 市町村の所得水

模、構造、成長率 準と経済活動の実
市町村民所得 平成14年度

市 調 査 などを明らかにし 態の把握と推計結
推 計 調 査 データ使用

市町村経済の実態 果報告書を作成す

をとらえる。 る。

◎ 統計情報提供事業

事 業 目 的 事 業 概 要 事 業 効 果

幸手市の各分野にわたる基 幸手市のまちづくり等の施

本的な統計資料を収集し、市 統計さって平成１５年版 策や計画策定の基本資料とし

勢の現況や発展を明らかにす ２５０部発行 て広く利用された。また市民

るとともに、幸手市を知る資 １冊３００円 に提供する市の統計資料とし

料として活用する。 て多いに役立った。

◎ 幸手市統計調査協力員会補助金

補 助 目 的 交 付 団 体 補 助 金 額 事 業 概 要 事 業 効 果

、統計調査協力員 会の運営を通じて

会における統計調 第９回総会実施 調査員同士の交流を
幸 手 市 統 計

査に関する研修及 平成16年５月６日 深め、統計調査時に
調査協力員会

び研究などの事業 200,000円 は、連携する関係の

、運営 研修会 育成と研修を通じて
構成員 37人

平成17年２月３日 調査対象の実態を把

握した。
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◎ 人権啓発事業

同和問題をはじめとする人権問題の解決のために、啓発用品、並びに視
事 業 目 的

聴覚機材を購入し、人権啓発の促進を図る。

１ 人権啓発標語（やさしさを 周りの人に くばろうよ）を印刷した啓

発用品を購入し、配布した。

・クリアフォルダ ５,０００個 ２５０,０００円

２ 人権啓発視聴覚教材としてビデオテープを購入し、市民の学習及び各
事 業 概 要

種研修会への貸し出しを実施した。

・めばえの朝（あした）字幕入り （４１分） ７６,０００円

・ツインズ１７（セブンティーン） （５５分） ７６,０００円

・人権の扉を開く （２５分） ６２,７００円

研修会、各種イベント、窓口等での人権啓発用品の配布や人権ビデオテ
事 業 効 果

ープの貸し出しにより、市民の人権意識の高揚を図ることができた。

◎ 人権を考える講演会

様々な分野の人権問題をテーマとして講演会を開催し、市民の人権問題
事 業 目 的

に対する理解と認識を深めて人権意識の高揚を図ることを目的とする。

１ 期 日 平成１７年２月１９日（土）

２ 会 場 菖蒲町生涯学習文化センター「アミーゴ」

３ 主 催 埼葛北部２市４町

幸手市・久喜市・鷲宮町・菖蒲町・白岡町・栗橋町

事 業 概 要 ４ 講 師 日本ギニア友好協会広報官 オスマン・サンコン氏

テーマ 「サンコンのにっぽんあふりか物語」

～みんな違ってみんないい～

５ 参加者 ４１０人

６ 事業費 １５０,０００円（１市町あたり）

講演会の開催によって市民の人権意識を高め、人権問題に対する理解と

事 業 効 果 認識を深めることができた。また、複数の市町で共同して開催することに

より効率的な運営を図ることができた。
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◎ 監査委員事務局

名 称 対 象 日数 備 考

一般会計・特別会計・企業会計・基金 監査の執行に当たっ
例 月 出 納 検 査 12日

･（６課） ては、関係法令、条例

規則等に準拠し、公平
一般会計・特別会計・企業会計・基金

決 算 審 査 11日 かつ合理的、効率的に
（全課）

運営されているか等に
定 例 監 査 及 び 消防及び部に属さない課（５課）

。主眼をおいて実施した３日
財政援助団体監査 社会福祉協議会ほか３団体

住 民 監 査 請 求 桜の移植工事契約について ４日 審査の結果 却下

◎ 国民体育大会幸手市実行委員会補助金

交 付 団 体 彩の国まごころ国体幸手市実行委員会（委員数 １０７名）

補 助 金 額 ７４,４２２,５５６円

国体開催に向けて多岐にわたる準備業務や運営業務の準備体制の円滑化
補 助 目 的

を図るため補助金を交付する。

事 業 概 要 １．国民体育大会の開催

⑴ 第59回国民体育大会夏季大会カヌー競技会

平成16年９月11日～14日 行幸湖

選手・監督 425名参加

⑵ 彩の国まごころ国体・まごころ大会 大会旗・炬火リレー

平成16年10月16日 幸手市内６区間

市民ランナー 50名参加

⑶ 第59回国民体育大会秋季大会体操（新体操）競技会

平成16年10月25日～26日 アスカル幸手

選手・監督 222名参加

２．諸会議の開催

⑴ 総 会 第４回 平成16年４月７日

第５回 平成17年３月16日

⑵ 総務／施設／広報／輸送交通／式典競技／宿泊衛生専門委員会

（全６回）

３．国体啓発活動等の推進

⑴ 民泊協力会の設置

市内10地区民泊協力会

委嘱式 平成16年７月９日 アスカル幸手

⑵ 国体だよりの発行（第６号の発行 全戸配布）

⑶ ドラゴンボート大会の開催

（平成16年５月９日 行幸湖 36チーム参加）
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⑷ 関東高等学校カヌー大会県予選会の実施

（平成16年５月16日 行幸湖 55名参加）

⑸ 関東高校新体操選手権大会の開催

（平成16年６月４日～６日 アスカル幸手

団体 25チーム・個人 63名参加）

⑹ 関東高等学校カヌー大会の実施

（平成16年６月12日～13日 行幸湖 328名参加）

⑺ 第19回埼玉県ジュニア新体操選手権大会の開催

（平成16年７月24日～26日 アスカル幸手

団体 13チーム・個人 117名参加）

⑻ 関東高等学校カヌー大会県予選会の実施

（平成16年９月４日 行幸湖 48名参加）

⑼ 国体啓発の実施

① バナーフラッグを市内街路灯へ設置

② 広告塔を幸手駅前へ設置

③ バスラッピングを市内循環バスに実施

⑽ 花いっぱい運動の実施

（新体操競技会時 花づくりボランティア 53名 ８団体）

４．関係機関・団体との連絡調整

彩の国まごころ国体市町村連絡会議等へ出席（年26回 50名参加）

本大会開催に向けて、啓発活動の推進を図りながら、実行委員会で現状

事 業 効 果 の課題を把握し検討協議を重ね、第59回国民体育大会を無事終了すること

ができた。
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